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近年、日本経済・産業が求められている課題の１つに、より高度知識集約型へと変革す

ることがある。そして、より高度知識集約型の経済社会を確立し、発展させるのに重要

な意義を有する社会経済システムが、特許や著作権を初めとする知的財産制度であると

いわれている。日本政府もこのことをよく理解し、2002年 11月に知的財産基本法を制

定し、2003 年 3 月には内閣に知的財産本部を設置し、これらを中心に数々の改革を進

めている。しかしながら、この知的財産制度を経済学的な視点から分析し、評価してい

る先行研究は、他の経済分野と比較して必ずしも多いということはできない。本研究で

は、経済の発展に大きな役割を果すといわれている技術革新と、知的財産制度の１つで

ある特許との関係を中心に、知的財産制度を経済学的な視点から分析評価し、その問題

点を把握し、社会的により効率的な知的財産制度について考察する。 

 全体は 9 章で構成され、第 1 章では研究の概要を示す。第 2 章では約 30 編の関連す

る先行研究をサーベイする。第 3章では携帯電話に代表される移動通信技術と移動通信

市場を採り上げ、事例研究を行う。第 4章では特許と技術利用の阻害・促進について理

論分析を行う。第 5章では特許企業の分布について実証分析を行う。第 6章では R&Dと

企業パフォーマンスとの関係について実証分析を行う。第 7章では特許と企業パフォー

マンスとの関係について実証分析を行う。 

 第 6章と第 7章の分析結果を対比することで、R&Dと特許が企業パフォーマンスに与

える影響の相違を明らかにする。第 8 章では 6 つのアンケート調査の結果をベースに、

企業を始めとする経済主体から見た特許制度を分析する。第 9章では研究のまとめと特

許政策についての提案を行う。 


